









































































法律第 13号 (Ley13/2005， de 1 de julio， por la que se modifica el Codigo Civil en ma 
















すべき手続きを定める法律第30号:Ley 30/1981， de 7 de julio， por la que se modifica la 
regulacion del matrimonio en el Codigo Civil y se determina el procedimiento a seguir en 







法を改正する法律第15号:Ley 15/2005， de 8 de julio， por la que se modifican el Codigo 















年北京)や条約(例 1997年アムステノレダム条約 1999年発効)の影響を受け， より
直接的には 2002年と 2004年の EU指令8)に基づいて， 2007年には「男女平








男女いずれも 40%以上を占めなければならないとされる (paridadelectoral :附
則 2による総選挙法44条の 2追加)。サパテロ政府自体，同法成立時では首相を





業内平等(Igualdaden la Empresa) Jという呼称とエンプレムが付与され，た
とえば政府の援助や受注入札における優遇などの特典を享受できる (1企業内
平等Jエンプレムの認可および使用に関する 2009年政令第 1615号 11条1項)。エンプ











うのは，後述の資本会社法 (Leyde Sociedades de Capital:以下回C)により，直近
2年度において，①資産総額 1，140万ε超，②純売上2，208万e超，③平












問委員会J(Comisi加 Interministerialpara el estudio de la situacIon de las victimas de 











あった。そのため，同年 7月7日の法律第 24号によって， この年は「歴史









歴史記憶法 (Leyde la Memoria Historica) 17)の正式名称は， r内戦および独裁
の聞に迫害または侵害を受けた者の権利を承認して拡大し救済手段を設ける
ための法律J(Ley por la que se reconocen y amplian derechos y se establecen medidas 



































(賛成 184，反対158，棄権1)。いわゆる妊娠中絶法 (Leyde aborto，正式には「性と
生殖の健康および任意の妊娠中絶に関する組織法J: Ley Organica de Salud Sexual y Pro 


















年 11月23日組織法第 10号を改正する 2010年6月22日組織法第5号 (Ley
Organica 5/2010， de 22 de junio， por la que se modifica la Ley Organica 10/1995， de 23 de 


















する現行の第 571 条~580 条を改正して，テロ要員の確保・教育・訓練およ
びテロリストへの資金援助も新たな犯罪類型とした。
テロ問題といえば，従来はプランコ時代からテロ活動を行ってきたバスク













れに特典を与え，便宜を図り，またはその広告をなした者 (losque promuevan， 
favorezcan， faciliten 0 publiciten la obtencion 0 el trafico ilegal de organos humanos aje-
nos 0 el transplante de los mismos) Jを3年から 12年の禁固に処することとし
た。いわゆるハラスメント (acoso)も社会問題となっており，侮辱罪・中傷










5章第 1節および第6章第2節は削除されて証券市場法 (Ley24/1988， de 28 de 
julio， del Mercadode Valores)が成立した 1988年には， EC第8指令に基づいて
会計監査法 (Ley19/1988， de 12 de julio， de Auditoria de Cuentas)が成立した。さら
に，翌 1989年 7月25日法律第四号「会社についての商事立法の一部改正
およびEEC指令への適合に関する法律J(Ley 19/1989， de 25 de julio， de Reforma 
parcial y adaptaci6n de la legislaιi6n mercantil a las Directivas de la Comunidad Econ6-























る前述の「資本会社法J(正式にはRealDecreto Legislativo 1/2010， de 2 de julio， por 
el que se aprueba el texto refundido de la Ley de Sociedades de Capital:略称LSC)が成
立した(施行は2010年9月1日)ことが挙げられる。
7-2.会社の組織再編
会社の組織再編に関しては， EU指令(主として2005年56号， 2006年68号， 2007 
年63号)を取り入れた「商事会社の組織再編に関する法律第 3号 (Ley312009， 


























会社分割には全部分割 (escisiontotaD と部分分割 (escisionparciaDがある。
全部分割では，分割会社 (sociedadescindida)は消滅し，その財産は 2以上の
部分に分けられる。その分割された部分は，一括して既存または新設の他会











































産の合計が 285万e以下， b)年間の純売上高が 570万e以下， c)年度内平
均雇用労働者数が 50名以下のうち， 2要件を満たすことである (LSC257条l
項)。換言すれば， a)資産の合計が 285万ε超， b)年間の純売上高が 570万ε
超， c)年度内平均雇用労働者数が 50名超のうち 2要件を満たす会社は，外
部監査を義務付けられる30)。
2) 監査委員会
他方， 2002年に成立した「金融システム改革法J(Ley 44/2002， de 22 de no-





















ficado de Buen Gobierno)が2008年 1月1日から上場会社に適用されている。
ここでは，主として会社の経営機構をめぐる 58項目のノレー ノレが勧告 Creco-
mendaciones) という形で定められている。いわゆる「遵守せよ，さもなくば






(Comision de Nombramientos)および報酬委員会 (Comisionde Retribuciones)ま
たは指名・報酬委員会 (Comisionde Nombramientos y Retribuciones)を設ける
ことを勧告する(勧告44)。監査委員会を含め，これらの委員会は監視・統制






















































































2) 11-M事件。 2001年のアメリカ合衆国における 9-11事件に次ぐ，イスラム過激派
による大規模爆破事件。通勤・通学時刻の利用客のうち 191名が死亡， 1，858名が
負傷した。パスクの ETAによるテロ事件という政府の主張と全く異なる事実が明ら


















誤りであろう (UriasMartinez， Joaquin， en“Comentarios a laConstitucion Espa 




















9) 2日に過ぎなかった父親の育児休業が原則 13日とされ(附則 11による労働者憲
章48条の 2追加)， 2015年には4週とすることが企図されている(母親の育児休業
は旧来どおり 16週)。
10) Quota (Cuota)制は，ノノレクエ一発祥 (1978年「男女平等法」が 1988年に改正
され40%基準が設定された)の制度。
11) 当時，副首相3名のうち 2名も女性，国防大臣も女性であり， 2008年には労働・




















能力に言及がない，などの批判である (HuertaViesca， Maria Isabel，“Las Mujeres 
en la Nueva Regulacion de los Consejos de Administracion de las Sociedades Mer-
cantiles Espanolas (Articulo 75 de la Ley Organica 3/2007， de 22 de marzo， para la 




Logia de Espa亘ade Masones Antiguos， Libres y Aceptados)，フランコ主義による
被抑圧第二共和制家族・友の会 (Asociacionde Familiares y Amigos Represaliados 
de la I Republica por el仕組quismo:AFARIIREP)，歴史の記憶回復協会 (Asocia
cion para la Recuperacion de la Memoria Historica:複数の地方協会あり)，国際旅
団友の会 (Asociacionde Amigos de las Brigadas Internacionales: AABl)，スペイ




考として，加藤伸吾「スペイン『歴史記憶法』の成立過程 (2004 年~2008 年 )J 外
務省月報2008/No.4がある。


























































































23) 1985年6月12日加盟条約調印， 1986年 1月1日発効(正式に加盟国となる)。
24) 拙稿「スペイン株式会社法におけるコーポレート・ガバナンス」南山法学第31巻
第 1・2合併号429頁以下。
25) 同法における組織再編 (modificacionesestructurales) とは，組織変更 (transfor-
macion)・合併 (fusion)・会社分割 (escision)および事業の全部譲渡 (cesionglo-
bal de activo y pasivo :資産・負債の一括譲渡)のことである。
26) 経済利益団体 (agrupacionde interes economico) とは，経済事業活動を行う者
(営利か非営利か，団体か個人かを間わない)の活動発展と成果改善を目的とする
非営利社団法人で(たとえばCEOE= Confederacion Espanola de Organizaciones 
Empresariales スペイン経団連など)， EU加盟国は， 1985年EC指令第 2135号に
より園内制度化している。
27) 事業目的が商事(商法に定められた行為)なら商事会社 (sociedadmercantil)， 
主たる目的が商事でなければ民事会社 (sociedadcivil)と解されている。ただ，日
本語の問題として厄介なのは， sociedadの意味するところが極めて広いことである










28) 以上「会社の組織再編」については， Garcia Cruces Gonzalez/ Jose Antonio Mo 











sanchezcalero.blogspot.com/20 10/09/ lsc-yづurisprudencia-reciente.htmD ，マドリ一
公証人会のフランチ公証人 (http://www.notariosyregistradores.comREVISADOS/
28-MERCANTIL.htmDなど。
31) Consejeros externos. 以前筆者は「社外取締役」と訳した(拙稿「スペイン株式
会社法におけるコーポレート・ガパナンスJ南山法学第 31巻第 1・2合併号)が， こ





る。スペインでは一般に社内取締役 (consejerosinternos) 業務執行取締役 (con
sejeros ejecutivos) と理解されている。ちなみに， 2003年に新たに発表されたアノレ
ダマ報告(上記拙稿444頁以下参照)によれば，取締役は次のように分類される。|吋rosin臼rnos社内取締役
= Consejeros ejec凶ivos:業務執行取締役
Consejeros externos :業務外取締役
(吋大株主に推薦された取締役
Cons吋erosindependientes :独立取締役
会社やこれと密接な関係を有する組織(子会社・金融機関・当該会社の
支援を受ける団体)と重要な関係を有しないか有したことがない取締役
32) 以上については，前掲注 31)拙稿444頁。
33) 独立取締役とは，個人的および専門職としての資質により選任され，会社，大量
保有株主または会社経営陣 (directivos) との関係によって影響されずにその職務を
遂行することができる取締役のことであり，統一コード定義規定5は，その独立性
を妨げる 9項目の要因を詳細に挙げている。たとえば，グループ内の会社の従業員
または業務執行取締役であった者(但し前者は3年，後者は5年を限度とする)，グ
ノレープ内のいずれかの会社と重要な取引関係にあるか，または直近の 1年間重要な
取引関係にあった取締役(それが自己の名においてであるか，取引関係を維持しま
たは維持していた団体の主要株主，取締役，理事もしくは経営トップとしてである
かを関わない)，会社またはそのググープの多額の寄付を受けるか，または直近の 3
年間多額の寄付を受けた団体の大量保有株主，業務執行取締役，理事もしくは経営
26 
最近のスペイン法の動向
トップである取締役，会社の業務執行取締役または経営トップの配偶者，類似の愛
情関係で結ぼれた者，または第二親等までの親族である取締役などである。
統一コードでは，独立取締役の員数は取締役全員の 3分の l以上であることが要
求される(勧告 13)。
(2010年 12月18日脱稿)
27 
